
（環境省Ｒ５ー４１）

基準年度 目標年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

172,439,440 174,113,609 175,787,779 177,461,948 179,136,117 180,810,287 182,484,456

453,665,461 867,567,122 656,439,841

51 - - 31 42 - -

0 0 3

当初予算額
（百万円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

(1)
環境統計・環境情報の総
合的な整備推進事業
（平成22年度）

15
(15)

15
(11)

15
(15)

14 1 283

(2)
環境調査研修所
(昭和48年度)

105
(83)

105
(85)

102
(80)

102 2 187

(3)
情報基盤の強化対策費
(平成7年度）

2,609
(2,669)

691
164

　(146）
175 1 185

(4)
環境保全普及推進費
（平成2年度）

88
(81)

102
(97)

96
　(89）

83 - 186

令和５年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 目標８－７　環境情報の整備と提供・広報の充実 担当部局名

大臣官房総務課環境
情報室
大臣官房総務課
総務課広報室
大臣官房総合政策課

作成責任者名
　(※記入は任意）

明石健吾（環境情報室
長）
福島健彦(大臣官房総務
課長）
小沼信之(広報室長）
小笠原靖(総合政策課
長)

施策の概要
環境保全施策を科学的、総合的に推進するため、環境問題に係る情報を体系的に整備し利用を図るとともに、様々な
ニーズに対応した情報を整備し、各主体への正確かつ適切な提供に努める。また、地球環境問題から身近な環境問題ま
での現状と取組について、各種媒体を通じた広報活動を行う。

政策体系上の
位置付け

８．環境・経済・社会の統合的向上及び環境政策の基盤整備

達成すべき目標
環境情報を体系的に整備するとともに、国民等への提供を行い、環境行政の各種施策を推進す
る基盤とする。

目標設定の
考え方・根拠

第五次環境基本計画（閣議決定） 政策評価実施予定時期 令和6年8月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

1
環境省ホームページへの
アクセス数

環境省
ホーム

ページへ
のアクセス

数

- 175,787,779 R4年度

環境省ホームページは、環境省施策や取組を国民へ広く発信するものとして整
備・運用され、平成30年6月に策定された「環境省デジタル・ガバメント中長期計
画」に基づくオープンデータ化の取組等の中核として期待されるシステムである。
アクセス数の向上は利用者ニーズに応じた情報の提供がなされているかの評価
の指標として有効である。目標値の設定は、環境省デジタル・ガバメント中長期計
画の計画終了年において、平成29年度比6％増加を目標とした。

2 研修実施回数

研修計画
書に基づく
研修の実

施

- 42 -

毎年度、環境調査研修所研修規則第二条に基づき研修計画書を策定しており、こ
れに基づき環境行政に携わる体系的かつ専門的な人材の養成を目的とした研修
を国や地方公共団体職員等に対して実施しているため。なお、令和2～4年度は新
型コロナ感染予防・拡大防止の観点から集合研修を中止しており、令和５年度か
ら段階的に再開しているところである。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
（百万円） 関連する

指標
達成手段の概要等

行政事業レビュー
事業番号

＜達成手段の概要＞
第五次環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）及び公的統計の整備に関する基本的な計画（第Ⅲ期：平成30年3月閣議決定、変
更：令和2年6月2日）に基づき、環境統計・情報を容易に利用できる形で国民に提供するとともに、政策立案等により一層活用していくた
め、環境データの整備等を実施する。
＜達成手段の目標＞
統計データの利活用実績として、環境省ウェブサイトの統計ページへのアクセス数の増加傾向を維持する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
環境統計の整備を通じて、地球環境問題に対する関心度向上に寄与する。

＜達成手段の概要＞
環境行政の動向等を踏まえて研修計画を策定し、これに基づいて国や地方公共団体職員等に対する研修を実施する。
＜達成手段の目標＞
令和２年度以降新型コロナウイルス感染症の影響により中止していた研修を段階的に再開するにあたり、環境行政の重要課題や受講
団体のニーズを反映した研修を企画するとともに、研修の内容や目的に応じてオンライン等の形式も活用することで、より効果的に研修
を実施する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国や地方公共団体職員等の能力の開発、資質の向上を図り、環境行政の基盤の強化に資する。

令和5年度行政事業レビューURL
https://www.env.go.jp/guide/budget/review/2023/index.html

令和5年度行政事業レビューURL
https://www.env.go.jp/guide/budget/review/2023/index.html

別紙１



(5)

諸外国における環境法制
に共通的に存在する基本
問題の収集分析
(平成23年度)

5
(5)

5
（5）

5
（5）

5 - 188

(6)

意識変革及び行動変容に
つなげるナッジの横断的活
用推進事業
（令和3年度）

-
33
(33)

33
(33)

33 - 190

2,822
(2,853)

951
(231)

415
(368）

412

令和5年度行政事業レビューURL
https://www.env.go.jp/guide/budget/review/2023/index.html

令和5年度行政事業レビューURL
https://www.env.go.jp/guide/budget/review/2023/index.html

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

　－


